
太陽光発電のリユース・リサイクル適正処分
システムのあり方の検討

制度制度

施策番号：66 担当課：環境再生・資源循環局リサイクル推進室（03-5501-3153）
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不法投棄の極小化

最終処分負荷と有害
物質負荷の削減

撤去・運搬・処理コス
トの適切な負担

経済的・効率的なリユース・リ
サイクルビジネスの展開

リサイクルの
推進

長期使用やリユースに
よる排出の先延ばし
（FIT制度との連携）

ＣＯ２削減だけでなく、エネルギー自給率の向上、地域活性化などの観点から、太陽
光発電の拡大は今後とも重要である一方、耐用年数の経過やFIT期間終了に伴う事業
終了により廃棄することになる太陽光パネルなどの発電設備の処理については、様々
な課題が存在している。
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①廃掃法の広域認定制度の活用等、関連事業者による回
収・適正処理・リサイクルシステムを構築【準備期間と
して３年程度】

②リサイクルを促進・円滑化するための制度的支援・義務
的リサイクルの必要性を検討

（自主回収スキームの運用状況、欧州動向等を見なが
ら継続的に実施）

④環境省・ＮＥＤＯによるリユース・リサイクル技術開発
の支援・実証事業【～平成31年度】

⑥撤去・運搬・処理に関する方法・留意事項に関するガイ
ドラインの作成、関係者への周知

【平成27年度】

⑦住宅用ユーザー・発電事業者等に対する適切な費用負担、
処理費用の積立て等によるリサイクルの確保に向けた周
知・仕組み作り等を実施

【～平成29年度】

③発電事業継続のためのメンテナンス・設備更新支援や、
ＦＩＴ期間終了後の事業継続に向けた検討を実施【～平
成31年度】

⑤関連メーカーにおける自主的な環境配慮設計ガイドライ
ンの策定・フォローアップ【～平成29年度】

不法投棄の
極小化

最終処分負荷と有害
物質負荷の

削減

リサイクルの推進

経済的・効率的なリ
ユース・リサイクル

ビジネスの展開

撤去・運搬・処理コ
ストの

適切な負担

技術開発等の支援

回収・適正処理・
リサイクルシステムの

構築・強化

住宅用ユーザー・
発電事業者等への周知

撤去・運搬・処理方法に関
するガイドライン作成

ＦＩＴ期間終了後の発電事
業継続に向けた検討
（リユース含む）

環境配慮設計の推進

長期使用や
リユースによる
排出の先延ばし

＜対策メニュー＞＜課題＞

太陽光パネルのリサイクル等の推進に向けた対策
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リサイクルを含む適正処理の推進に向けたロードマップ

フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3
2015 ・・・ 2020 2021 ・・・ 2025 2026 ・・・ 2035 ・・・

回収・適正処理・リ
サイクルシステムの

強化・構築

技術開発支援

環境配慮設計の推進

撤去・運搬・処理に
関するガイドライン

作成
住宅用ユーザー・発
電事業者等への周知
FIT期間終了後の発
電事業継続に向けた
検討（リユース含

む）

取組の進捗状況の

フォローアップ

ﾓｼﾞｭｰﾙの排出見込量

（寿命20～25～30
年）

2020年：0.2～0.3～1.0万t
住宅用：0.04～0.05～0.6万t
非住宅：0.2 ～0.2～0.5万t

2025年：0.2～1.0～2.9万
住宅用：0.05～0.6～2.0万t
非住宅：0.1～0.3～0.8万t

2035年：2.8～6.1～77万t
住宅用：2.0～3.9～13万t
非住宅：0.8～2.2～64万t

リサイクルシステムの運営

リサイクルを促進・円滑化するための制度的支援もしくは義務的リサイクル等の活用検討
（自主回収スキームの運用状況を見ながら必要に応じて）
リサイクルシステムの強化・構築に資する調査・研究（先行して義務的リサイクル制度が導入された欧州動向等の調査等）

関連事業者による自主的な回収・適正処理・リサイクルシステムの強化・構築（広域認定制度等の活用を含む）

技術開発支援→リユース・リサイクル実証

撤去・回収・リサイクルに関する住
宅用ユーザー・発電事業者等への周
知

撤去・運搬・処理方法に関するガ
イドラインの作成と関係者への周
知

業界ガイドラインの策定

FIT期間終了後の発電事業継続の可能性（リユース含む）を検討

FIT導入より13年経過。住宅
用が買取期間終了を迎える

FIT導入より23年経過。非住宅
用も買取期間終了を迎える

強化・構
築体制整
備

実施状況のフォローアップ

実施状況のフォローアップ

実施状況のフォローアップ

取組の進捗状況をフォローアップ（原則1～2年毎）
排出見込量やリサイクル技術の動向等についても最新動向をフォローアップ

寿命を迎えるのはFIT導入前に
導入された機器のみ

リサイクル
システム構築

太陽光パネルのリサイクルを含む適正処理に関しては、現在2015年～
2035年という期間でロードマップを組み、その中で大きく３つのフェー
ズ（横軸）に分けて、８つの取組（縦軸）を進めている。
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